                                                           2006.11.11
毎日放送が2006年11月9日放送した「 湖北の町が“核施設で財政再建”」がテキスト化されて、毎日放送のＨＰ http://www.mbs.jp/voice/special/200611/09_5573.shtml に載っています。

   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

                                　　 放射能のゴミはいらない！市民ネット・岐阜
・町長の考えるうまい話は、超危険　
・国が財政難につけ込んで高レベル処分場を押しつけるのは恥ずべき行為

◆◆放送の概略◆◆

　琵琶湖の北にある小さな町に突然、核施設の誘致話が持ち上がりました。

『放射性廃棄物の処分場』を持ってくるという町長の突然の提案に町は大揺れですが、その背景には、地方交付税が削減され、このままでは切り捨てられるという地方の切実な問題がありました。という出だしで、誘致したい理由が述べられます。

◆町長が誘致したい理由

  余呉町長が文献調査の交付金でやろうとしていること

　1．中学校の耐震性を備えた改修事業

  2.  町営ケーブルテレビ局のデジタル化

●住民

　・処分場を子孫に残したくない。

  ・半分脅しのように思える。受け入れなければ福祉は切り捨てるぞ、他のサービスは低下するぞという発言は、おかしいのではないか」

●市民団体：放射能の問題を知れば知るほど、恐ろしいことがわかってきている。万、何十万年という先まで考えなければいけないことに対し、数ヶ月で決めるというスタンスが誤りだ。

◆町長の思惑：「交付金の食い逃げ」

  本気で廃棄物を持ち込もうとしているわけではなく、町長の権限で応募できる段階に応募して交付金をもらい、知事の「同意」が必要となる次の段階で、知事の反対でやむを得ず建設を断念することで、「交付金の食い逃げ」ができるという計算。

◆資源エネルギー庁原子力地域広報対策室・和田真佐人室長

・記者：食い逃げされても構わない？

・室長：「構わないというか、仕方のないことだ、と。」

「すべての自治体が最後までいくとは考えていない。何ヶ所か落ちても仕方がない。」

◆町長の判断

・記者：「腹はもう決まっている？」

・町長：「それはちょっと待って。きょうも我慢しとるんや。ここで割り切ってしまいたい気持ちもあるけど。それは早い。まだ、これから説明会が続くのに・・・」

・記者：「まだわからない？」

・町長：「わからないことにしときましょう」

**************************

◇◆町長の発想、発言の問題点◇◆
・首長の役割は住民の安心で安全な生活を守ることが最も大きな役割。そのために住民は税金を払って、町長らに委託している。ところが住民の生活に不安と混乱を持ち込み、行政への不信を招いている。

・町長の独断は応募ありき

　　町長は10月28日の住民主催の公開討論会で、住民の意見を聴いて判断すると発言しました。ところが住民の声を聴くというのは口先だけで、町長は最初から応募すると決めて、手続き、またはアリバイとして住民説明会をこなしているに過ぎません。

・人々の規範となるべき町長の取るべき対応ではない。

  　町長は「交付金の食い逃げ」で財政が潤えばよいと考えている。金になれば相手をだましても良いと、住民に広言していることです。これが町長の対応として社会的に許されることでしょうか。ところが町長の説明会に資源エネルギー庁は同席し、町長の発言を聴きながら見て見ぬふりをして助長します。

・うまい話は無い

　　どこも応募しなければ結局は余呉町が処分場になります。どこかが応募しても余呉町より地質的条件が悪ければ、余呉町が処分場になります。

　　大臣名で余呉町に処分場にはしませんという文書を出すことはできません。

・知事及び市町村長の意見を聴いて尊重するが、「同意」は求めない。

　　町長は概要調査地区選定段階で、知事の「同意」が必要だと言っている（テレビ放送の中でも「同意」言う言葉を使っている）。しかし特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律には「同意」という文言はありません。審議過程で「同意」を入れるよう市民団体は強く政党に働きかけました。しかし認めませんでした。処分場をつくるための法律に、「同意」を入れたら処分場をつくれなくなってしまうからです。その代わりに「意見を聴いて尊重してしなければならない」変えました。しかし意見を聴いて尊重するが、決めるのは「国」ですと当時の深谷大臣が横路孝弘衆議院議員に明確に答弁しています。（ 第147 国会 衆議員　 商工委員会　2000年05月10日 審議）

◇◆金で地域を買う資源エネルギー庁◇◆
　日本の原子力施設は交付金なくしては、つくり得ないのが実情です。金で解決できるものというのが日本政府や原子力業界の常識になっています。高レベル放射性廃棄物処分場も同じ感覚で交付金の増額議論が秘密裏に進みます。

　一方、処分は本当にできるのでしょうか。

　原子力委員会に求めに応じて原子力機構が2000年レポートで「将来十万年程度にわたって十分に安定で、かつ人工バリアの設置環境及び天然バリアとして好ましい地質環境がわが国にも広く存在すると考えられる」、「わが国においても地層処分を事業化の段階に進めるための、信頼性のある技術的基盤が整備されたものと総括した」（総論レポート　要約ⅳ　ⅸ）※と報告しました。

　この報告を受けて2000年5月に高レベル処分法が成立し、2000年11月ＮＵＭＯが設立されました。しかし現在も原子力機構は処分のための研究を続け、資源エネルギー庁も多くの地層処分研究を委託しています。実施段階にいつたどり着くのか先の見えない事業です。

　しかも、安全規制すらまだ検討段階です。処分は砂上の楼閣です。

　砂上の楼閣をあるかの如く扱って、地方自治体に公共事業を勧め借金をさせ、地方分権の名の下に地方交付税を削減し、財政の苦しい自治体をつくりだし、高レベル放射性廃棄物処分場を交付金で押しつけようとする資源エネルギー庁のやり方は、自体を金で買い取るごときえげつなく恥ずべき行為だとわたしたちは思います。

※ 2006年の精密調査地区の安全規制に関わる委員会で、2000年レポート評価時の経験として「施工の成立性については複数の委員が心配しておられた」と述べています。提出した原子力機構は「信頼性のある技術的基盤が整備された」と自画自賛しましたが、評価者として危惧の念を呈した委員が複数存在したのです。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
